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6
月
に
M
E
E
か
ら
公
表
さ
れ
る
「
中

国
生
態
環
境
状
況
公
報
」
等
が
あ
る

が
、
さ
ら
に
大
規
模
な
調
査
と
し
て
国
務

院
（
日
本
の
内
閣
に
相
当
）
の
指
導
の
下
、

M
E
E
、
国
家
統
計
局
、
農
業
農
村
部
等

15
部
門
共
同
で
10
年
に
1
回
行
わ
れ
る「
全

国
汚
染
源
調
査
」
が
あ
る
。
第
1
回
の
調

第14回 日中省エネルギー・環境総合フォーラム

1
．２
０
２
０
年
の
春
節

　

20
年
1
月
23
日
、
春
節
前
の
最
後
の
出

勤
日
、
勤
務
す
る
北
京
の
日
中
友
好
環
境

保
全
セ
ン
タ
ー
で
も
武
漢
で
発
生
し
て
い
る

肺
炎
へ
の
注
意
が
高
ま
り
始
め
、
中
国
の

同
僚
か
ら
は
良
い
お
年
を
と
い
う
言
葉
と

共
に
N 

95
マ
ス
ク
を
渡
さ
れ
た
。

　

中
国
生
態
環
境
部
（
以
下
、
M
E
E
）

で
は
、
2
月
1
日
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
に
関
連
し
た
医
療
施
設
お
よ
び
都
市
汚

水
の
監
督
管
理
に
関
す
る
通
知
を
出
す
と
、

そ
の
後
も
緊
急
対
応
の
施
設
整
備
に
対
す

る
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
特
例
措
置
、
環

境
汚
染
防
止
の
財
政
資
金
を
感
染
状
況
が

深
刻
な
地
域
の
水
質
汚
染
対
策
や
廃
棄
物

処
理
へ
重
点
配
分
す
る
指
示
、
医
療
廃
棄

物
お
よ
び
排
水
の
処
理
状
況
や
水
源
地
の

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
公
表
を
続
け

た
。
筆
者
に
も
同
僚
か
ら
日
本
に
お
け
る

医
療
廃
棄
物
処
理
や
医
療
施
設
の
排
水
処

理
に
関
す
る
質
問
が
届
き
、
日
本
の
感
染

性
廃
棄
物
処
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
提
供
な
ど
を

行
っ
た
。
春
節
か
ら
数
カ
月
間
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
猛
威
は
環
境
分
野
に
も

大
き
な
影
響
を
与
え
た
。

2
．第
2
回
全
国
汚
染
源
調
査

結
果
〜
中
国
の
環
境
の
状
況

　

中
国
の
環
境
の
状
況
を
知
る
に
は
毎
年

中国における環境問題の動向と
日中関係

査
期
間
は
06
〜
09
年
、
デ
ー
タ
の
時
点
は

07
年
末
で
、
10
年
に
結
果
概
要
が
公
表
さ

れ
て
い
る
。

　

こ
の
第
2
回
調
査
の
結
果
概
要
が
20
年

6
月
に
公
表
さ
れ
た
（
調
査
期
間
は
17
〜

19
年
、
デ
ー
タ
の
時
点
は
17
年
末
）。
第
1

回
か
ら
調
査
対
象
等
に
変
更
点
も
あ
る
が
、

表　第 1回および第 2 回全国汚染源調査の結果概要

（出所）第一次全国汚染源普査公報（2010）、第二次全国汚染源普査公報（2020）

染野  憲治　早稲田大学現代中国研究所 招聘研究員、（独）国際協力機構「環境にやさしい社会構築プロジェクト」 チームリーダー

第 1回（2007 年末） 第 2回（2017 年末）
調査対象数（カ所） 5,926,000 3,583,200

工業源 1,576,000 2,477,400
農業源 / 家禽養殖場 2,899,000 378,800
生活源 1,446,000 639,500
集中式汚染処理施設 4,790 84,000

水質 COD（万トン） 3,028.96 2,143.98
工業源 564.36 90.96
農業源 1,324.09 1,067.13
生活源 1,108.05 983.44

大気 SO2 排出量（万トン） 2,320.00 696.32
工業源 2,119.75 529.08
生活源 199.40 124.72
移動源 N.D. 40.08

NOX 排出量（万トン） 1,797.70 1,785.22
工業源 1,188.44 645.90
生活源 58.20 72.92
移動源 549.65 1,064.88

廃棄物 工業固体廃棄物発生量（億トン） 38.52 38.68
再生利用量 18.04 20.62
処理量 4.41 9.43
本年貯蔵量 15.99 9.31

危険廃棄物発生量（万トン） 4,573.57 6,581.45
再生利用および処理量 3,837.57 5,972.78

危険廃棄物累積貯蔵量 812.44 8,881.16
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両
者
を
比
較
す
る
と
こ
の
10
年
間

の
中
国
の
環
境
の
変
化
が
見
え
て

く
る
（
表
）。

　

代
表
的
な
水
質
汚
染
の
指

標
で
あ
る
化
学
的
酸
素
要
求
量

（
C
O
D
）
は
10
年
間
で
３
割

減
、
主
要
な
大
気
汚
染
物
質
で

あ
る
二
酸
化
硫
黄
（
S
O
2
）
排

出
量
は
７
割
減
で
、
い
ず
れ
も
工

業
源
の
減
少
が
大
き
い
。
要
因
と

し
て
は
企
業
の
集
約
化
と
同
時
に

公
害
防
止
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
も
進

み
、
単
位
製
品
当
た
り
の
汚
染
物

質
排
出
量
が
低
下
し
た
こ
と
が
挙

げ
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
17
年
の
全

国
の
鉄
鋼
業
の
製
品
生
産
量
は
07

年
比
で
50
％
増
加
し
た
が
、
企
業

数
は
50
％
減
少
し
た
。
ま
た
、
企

業
に
お
け
る
脱
硫
施
設
の
数
は

10
年
間
で
3
・
3
倍
増
加
し
て

7
万
６
７
０
０
施
設
と
日
本
と
比

較
し
て
も
は
る
か
に
多
い
。
こ
の

結
果
、
鉄
鋼
業
で
の
S
O
2 

排
出

量
は
54
％
減
と
な
っ
た
。
な
お
、

S
O
2 

排
出
量
の
減
少
に
は
、
中

国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
総
量
に
占

め
る
石
炭
比
率
が
07
年
の
72
・

5
％
か
ら
17
年
に
60
・
4
％
へ
低

下
し
た
こ
と
も
大
き
く
貢
献
し
て

い
る
。

　

他
方
、
大
気
汚
染
物
質
で
あ
る
窒
素
酸

化
物
（
N
O
X
）
排
出
量
は
、
ほ
ぼ
横
ば
い

と
な
っ
て
い
る
。
中
国
に
お
け
る
17
年
時
点

の
脱
硝
装
置
の
設
置
数
は
3
万
4
4
0
0

施
設
に
達
し
て
お
り
、
工
業
源
で
の
排
出

量
は
46
％
減
だ
が
、
自
動
車
な
ど
移
動
源

で
の
排
出
量
増
加
が
削
減
効
果
を
相
殺
し

て
い
る
。
ま
た
、
今
回
初
め
て
一
部
業
種
や

領
域
の
揮
発
性
有
機
化
合
物
（
V
O
C
S
）

の
排
出
量
が
調
査
さ
れ
、
排
出
量
は

１
０
１
７
万
４
５
０
０
ト
ン
、
う
ち
工
業

源
は
４
８
１
万
６
６
０
０
ト
ン
、
生
活
源

は
２
９
６
万
６
３
０
０
ト
ン
、
移
動
源
は

２
３
９
万
１
６
０
０
ト
ン
で
あ
っ
た
。
18

年
の
日
本
に
お
け
る
V
O
C
S

排
出
量
は

約
64
万
ト
ン
と
さ
れ
て
お
り
、
中
国
の
数

値
が
部
分
的
で
あ
る
こ
と
、
日
本
お
よ
び

中
国
で
捕
捉
し
て
い
る
も
の
が
異
な
る
こ
と

（
例
え
ば
日
本
で
は
移
動
源
の
排
出
量
を

含
ま
な
い
）
か
ら
単
純
比
較
は
で
き
な
い

が
、
中
国
の
排
出
量
は
桁
違
い
の
規
模
で

あ
る
。

　

廃
棄
物
に
関
し
て
は
工
業
固
体
廃
棄
物

の
発
生
量
は
横
ば
い
だ
が
、
再
生
利
用
量

お
よ
び
処
理
量
に
つ
い
て
は
34
％
増
と
な
っ

て
い
る
。
た
だ
し
、
危
険
廃
棄
物
に
つ
い
て

は
、
再
生
利
用
量
お
よ
び
処
理
量
が
55
％

増
と
な
っ
た
も
の
の
発
生
量
も
44
％
増
で
、

毎
年
処
理
で
き
ず
に
貯
蔵
さ
れ
る
危
険
廃

棄
物
が
積
み
上
が
り
、
累
積
貯
蔵
量
が
10

年
間
で
約
11
倍
と
な
っ
て
い
る
。
危
険
廃
棄

物
は
一
年
以
上
保
管
し
て
は
い
け
な
い
こ
と

に
な
っ
て
い
る
が
、
実
際
に
は
長
期
保
管
さ

れ
、
19
年
3
月
に
江
蘇
省
塩
城
市
で
起
き

た
化
学
工
場
の
爆
発
事
故
の
よ
う
な
結
果

も
引
き
起
こ
し
て
い
る
。

　

20
年
4
月
、「
固
体
廃
棄
物
環
境
汚
染

防
止
法
」
が
改
正
さ
れ
、
9
月
1
日
よ
り

施
行
さ
れ
た
。
改
正
に
よ
り
拡
大
生
産
者

責
任
（
E
P
R
）
の
導
入
、
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
対
策
の
強
化
、
ご
み
分
別
の
推
進
、
廃

棄
物
輸
入
の
全
面
禁
止
の
ほ
か
、
危
険
廃

棄
物
に
つ
い
て
も
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

流
行
を
踏
ま
え
た
緊
急
時
の
医
療
廃
棄
物

管
理
や
前
述
の
爆
発
事
故
の
原
因
で
も
あ

る
有
害
化
学
物
質
の
廃
棄
物
管
理
が
推
進

さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
関
連
し
て
11
月
に

は
、
M
E
E
よ
り
約
3
年
半
ぶ
り
の
改
定

と
な
る
「
国
家
危
険
廃
棄
物
リ
ス
ト
（
21

年
版
）」
が
出
さ
れ
て
お
り
、
21
年
1
月
1

日
よ
り
施
行
さ
れ
る
。

3
．P
M
2・5
と
生
態
文
明
〜

中
国
の
タ
ー
ニ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト

　

こ
の
2
回
の
全
国
汚
染
源
調
査
の
狭
間
、

13
年
は
中
国
の
環
境
問
題
に
お
け
る
タ
ー

ニ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト
で
あ
っ
た
。
注
目
す
べ
き

こ
と
は
2
点
あ
り
、
一
つ
は
13
年
1
月
に
起

き
た
P
M
2
・
5
事
件
で
、
北
京
を
中
心

に
日
本
の
面
積
の
3
・
5
倍
、
１
４
０
万

図　PM2.5 および O3（オゾン）濃度の日中比較
北京　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石家荘　　　　　　　　　　　　　　　　　重慶
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（出所）中国統計年鑑（2014 〜 2020 年版）
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平
方
キ
ロ
の
地
域
で
激
甚
な
大
気
汚
染
が

発
生
し
た
。
も
う
一
つ
は
生
態
文
明
の
提
唱

で
あ
る
。
中
国
共
産
党
の
国
家
建
設
の
目

標
は
経
済
、
政
治
、
文
化
の
「
三
位
一
体
」

で
あ
っ
た
が
、
07
年
の
第
17
回
全
国
代
表

大
会
（
17
大
）
で
社
会
が
、
12
年
の
18
大

で
生
態
文
明
建
設
が
加
わ
り
「
五
位
一
体
」

へ
発
展
し
た
。
そ
し
て
13
年
3
月
に
習
近

平
副
主
席
が
国
家
主
席
に
就
任
し
、
生
態

文
明
建
設
が
重
要
視
さ
れ
た
こ
と
で
環
境

法
制
度
の
整
備
か
ら
環
境
査
察
に
よ
る
執

行
力
の
強
化
な
ど
大
き
な
変
革
が
起
き
た
。

17
年
に
中
国
共
産
党
規
約
に
盛
り
込
ま
れ
た

「
習
近
平
新
時
代
の
中
国
の
特
色
あ
る
社

会
主
義
思
想
」
で
も
人
と
自
然
の
和
諧
共

生
は
重
要
な
柱
と
な
り
、
生
態
文
明
建
設

は
中
華
民
族
の
永
続
発
展
の
た
め
の
千
年

の
計
と
さ
れ
て
い
る
。

　

P
M
2
・
5
事
件
の
そ
の
後
を
補
足
す

る
と
、
中
国
の
S
O
2

濃
度
は
大
き
く

改
善
さ
れ
日
本
と
同
程
度
と
な
っ
た
が
、

N
O
X

や
P
M
2
・
5
は
改
善
傾
向
に
は

あ
る
も
の
の
日
本
の
数
値
と
は
差
が
あ
り
、

さ
ら
に
近
年
、
P
M
2
・
5
の
改
善
に
反

し
オ
ゾ
ン
（
O
3
）
が
悪
化
す
る
傾
向
が
見

ら
れ
る
（
図
）。

　

P
M
2
・
5
や
O
3

は
、
前
駆
物
質
で

あ
る
N
O
X

と
V
O
C
S

が
複
雑
な
化
学

反
応
を
起
こ
す
こ
と
で
二
次
生
成
さ
れ
る

こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。
前
述
の
と
お
り

中
国
の
N
O
X

排
出
量
は
横
ば
い
で
推
移

し
、
V
O
C
S

排
出
量
も
非
常
に
多
い
。

20
年
11
月
に
中
国
共
産
党
が
公
表
し
た
次

期
5
カ
年
計
画
の
骨
子
と
な
る
「
国
民
経

済
お
よ
び
社
会
発
展
の
第
14
次
5
カ
年
計

画
と
２
０
３
５
年
遠
景
目
標
の
建
議
」
で

は
「
粒
子
状
物
質
と
オ
ゾ
ン
の
協
同
管
理

を
強
化
し
、
基
本
的
に
重
度
に
汚
染
さ
れ

た
天
気
を
消
去
す
る
」
と
さ
れ
、
今
後
は

P
M
2
・
5
の
み
な
ら
ず
、
O
3

対
策
も

重
視
さ
れ
る
こ
と
は
確
実
で
あ
る
。
特
に

V
O
C
S

の
削
減
対
策
は
こ
れ
ま
で
も
逐

次
強
化
さ
れ
て
お
り
、
6
月
に
も
M
E
E

よ
り
「
２
０
２
０
年
揮
発
性
有
機
物
対
策

攻
堅
計
画
」
が
通
知
さ
れ
た
が
、
今
後
も

引
き
続
き
対
策
が
重
要
視
さ
れ
る
で
あ
ろ

う
。4

．脱
炭
素
社
会
へ
の
加
速
化
〜

中
国
の
本
気
度

　

20
年
9
月
22
日
、
習
主
席
は
国
連
総
会

で
二
酸
化
炭
素
（
C
O
2
）
の
30
年
ま
で
の

ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、
60
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
目
標
を
発
表
し
た
。
突
然
の
発

表
に
驚
か
さ
れ
た
が
、
発
表
後
の
報
道
や

清
華
大
学
主
催
の
セ
ミ
ナ
ー
よ
り
、
清
華

大
学
気
候
変
動
お
よ
び
持
続
可
能
な
発
展

研
究
院
の
解
振
華
院
長
（
元
国
家
発
展
改

革
委
員
会
副
主
任
、
現
M
E
E
気
候
変

動
事
務
特
別
顧
問
）、
同
研
究
院
学
術
委

員
会
の
何
建
坤
主
任
（
元
清
華
大
学
常
務

副
校
長
）
を
始
め
と
す
る
研
究
チ
ー
ム
が

主
導
し
、
M
E
E
や
他
の
十
数
カ
所
の
研

究
機
関
の
協
力
を
得
て
行
わ
れ
た
研
究
成

果
が
大
き
な
影
響
を
与
え
た
こ
と
が
分
か
っ

て
き
た
。
研
究
で
は
4
つ
の
シ
ナ
リ
オ
を
想

定
し
、
最
も
強
力
に
対
策
を
進
め
る
1
・

5
度
シ
ナ
リ
オ
で
は
50
年
の
一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー

は
85
％
以
上
、
石
炭
は
5
％
以
下
と
し
、

20
〜
50
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
設
備

投
資
は
1
3
8
兆
元
（
約
2
2
0
0
兆

円
）、
毎
年
G
D
P
の
2
・
5
％
以
上
の

投
資
額
を
要
す
る
と
推
計
し
て
い
る
。

　

習
主
席
は
、
20
年
12
月
に
開
催
さ
れ
た

気
候
野
心
サ
ミ
ッ
ト
で
も
ビ
デ
オ
演
説
を

行
い
、
30
年
ま
で
に
G
D
P
単
位
あ
た
り

の
C
O
2

排
出
量
を
05
年
比
較
で
65
％
以

上
削
減
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る

非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
約
25
％
に
、
森
林

蓄
積
量
を
05
年
比
で
60
億
立
方
メ
ー
ト
ル

増
加
、
風
力
発
電
と
太
陽
光
発
電
の
総
設

備
容
量
を
12
億
k
W
以
上
と
す
る
こ
と
を

表
明
し
た
。

　

こ
の
国
際
公
約
に
対
し
て
、
国
内
の
重

要
会
議
で
具
体
策
が
指
示
さ
れ
て
い
る
。

「
国
民
経
済
お
よ
び
社
会
発
展
の
第
14
次

五
カ
年
計
画
と
2
0
3
5
年
遠
景
目
標

の
建
議
」
で
は
「
炭
素
排
出
量
の
強
度
を

減
ら
し
、
条
件
が
許
す
地
方
が
率
先
し
て

炭
素
排
出
量
の
ピ
ー
ク
に
到
達
す
る
こ
と

を
支
援
し
、
30
年
よ
り
前
に
炭
素
排
出
量

を
ピ
ー
ク
に
す
る
た
め
の
行
動
計
画
を
策

定
す
る
」、「
炭
素
排
出
権
の
市
場
化
取
引

を
推
進
す
る
」、「
気
候
変
動
対
応
な
ど
の

生
態
環
境
保
護
に
関
す
る
国
際
協
力
に
積

極
的
に
参
加
、
主
導
す
る
」
こ
と
が
記
さ

れ
た
。

　

ま
た
、
同
月
に
開
催
さ
れ
た
中
央
経
済

工
作
会
議
で
は
習
主
席
よ
り
重
要
講
話
が

あ
り
、
21
年
の
八
大
重
点
任
務
の
一
つ
と
し

て
C
O
2

の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
お
よ
び
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
活
動
が
入
っ
た
。
具

体
的
に
は
30
年
ま
で
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
行

動
計
画
の
策
定
、
条
件
の
整
う
地
方
が
率

先
し
て
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
す
る
こ
と
、
産
業

構
造
お
よ
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
調
整
を
進

め
て
石
炭
消
費
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
を
早
め

る
こ
と
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
展
に
尽
力

す
る
こ
と
、
全
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
権
、

排
出
権
取
引
市
場
の
建
設
を
急
ぐ
こ
と
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
双
控
制
度
（
消
費
量

の
削
減
、
消
費
効
率
の
向
上
）
の
整
備
、

汚
染
防
止
対
策
と
炭
素
排
出
削
減
の
コ
ベ

ネ
フ
ィ
ッ
ト
の
取
組
の
継
続
、
大
規
模
な
国

土
緑
化
行
動
の
展
開
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

30
年
ま
で
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
に
向
け
た

行
動
計
画
に
つ
い
て
は
、M
E
E
に
て
「
省

級
C
O
2

排
出
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
行
動
計

画
の
編
成
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」、「
重
点
産
業
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C
O
2

排
出
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
行
動
計
画
編

成
大
綱
」
が
策
定
さ
れ
、12
月
に
各
省
（
自

治
区
、
市
）
や
産
業
部
門
へ
の
説
明
、
意

見
聴
取
が
行
わ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
動
き
か

ら
行
動
計
画
に
つ
い
て
は
全
体
計
画
に
加

え
、
地
域
（
エ
リ
ア
）
お
よ
び
業
種
（
セ

ク
タ
ー
）
別
の
計
画
も
策
定
さ
れ
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
る
。

　

排
出
権
取
引
に
つ
い
て
は
、
M
E
E
よ

り
20
年
10
月
に
「
全
国
炭
素
排
出
権
取
引

管
理
弁
法
（
試
行
）」
お
よ
び
「
全
国
炭

素
排
出
権
登
記
取
引
決
算
管
理
弁
法
（
試

行
）」、
12
月
に
「
企
業
温
室
効
果
ガ
ス
算

定
検
証
方
法
と
報
告
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
：
発

電
施
設
」（
15
年
に
策
定
さ
れ
た
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
改
定
版
）、「
企
業
温
室
効
果
ガ
ス

算
定
検
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
試
行
）」
の
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
が
行
わ
れ
た
。
今
後
も

発
電
施
設
以
外
の
業
種
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
改
定
な
ど
、
全
国
排
出
権
取
引
市
場
の

創
設
に
向
け
た
準
備
が
加
速
す
る
で
あ
ろ

う
。

　

9
〜
12
月
に
は
M
E
E
の
黄
潤
秋

部
長
が
オ
ン
ラ
イ
ン
形
式
で
国
際
エ
ネ
ル

ギ
ー
機
関
（
I
E
A
）、
国
連
環
境
計

画
（
U
N
E
P
）
等
の
国
際
機
関
、
ノ
ル

ウ
ェ
ー
、
ド
イ
ツ
等
の
環
境
大
臣
と
会
見

を
し
、
国
際
連
携
を
進
め
る
と
共
に
G 

77

＋
中
国
の
気
候
変
動
大
臣
会
合
へ
の
参
加
、

中
国
・
ア
フ
リ
カ
環
境
協
力
セ
ン
タ
ー
の

設
立
式
典
を
北
京
で
開
催
す
る
な
ど
途
上

国
支
援
も
活
発
に
展
開
し
た
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
細
か
な
動
き
で
あ
る

が
10
月
に
M
E
E
、
国
家
発
展
改
革
委

員
会
、
中
国
人
民
銀
行
、
中
国
銀
行
保
険

監
督
管
理
委
員
会
、
中
国
証
券
監
督
管

理
委
員
会
の
5
部
門
は
共
同
で
「
気
候
変

動
対
応
投
融
資
の
促
進
に
関
す
る
指
導
意

見
」
の
通
知
を
発
出
し
た
。
通
知
で
は
気

候
変
動
対
応
投
融
資
の
発
展
に
向
け
た
制

度
整
備
や
リ
ソ
ー
ス
集
約
の
ほ
か
人
民
元

グ
リ
ー
ン
海
外
投
融
資
基
金
の
設
立
、
金

融
機
関
に
よ
る
「
一
帯
一
路
」
お
よ
び
「
南

南
協
力
」
で
の
低
炭
素
化
建
設
の
支
持
が

示
さ
れ
た
。
11
月
に
は
M
E
E
お
よ
び
国

際
発
展
協
力
署
が
「
気
候
変
動
対
応
南
南

協
力
物
資
援
助
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
暫
行

弁
法
」
を
公
布
し
た
。
弁
法
は
気
候
変
動

分
野
の
南
南
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
管

理
、
品
質
お
よ
び
援
助
効
果
の
規
範
と
強

化
を
目
的
と
す
る
も
の
で
、
同
法
第
五
条

で
は
援
助
対
象
国
を
経
済
発
展
レ
ベ
ル
が

低
い
、
ま
た
気
候
変
動
の
影
響
が
大
き
い

途
上
国
、
特
に
島
嶼
国
、
最
貧
国
お
よ
び

ア
フ
リ
カ
諸
国
、
さ
ら
に
「
一
帯
一
路
」
建

設
に
参
加
す
る
途
上
国
を
重
点
的
に
考
慮

す
る
こ
と
と
し
た
。

　

日
本
で
は
中
国
の
目
標
発
表
に
対
し
、

特
に
石
炭
火
力
発
電
の
建
設
状
況
を
踏
ま

え
た
達
成
可
能
性
に
対
す
る
懐
疑
的
意
見

や
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
C
O
2

の
み
を
対
象
と
し
て
お
り
温
室
効
果
ガ
ス

全
体
の
削
減
と
す
る
か
は
明
確
で
な
い
点
、

な
ど
を
疑
問
視
す
る
意
見
が
散
見
さ
れ
る

が
、
前
述
の
清
華
大
学
の
研
究
で
は
、
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
石
炭
消
費
量
に
つ
い

て
の
大
幅
な
削
減
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
を
温
室
効
果
ガ
ス
全
体
に
拡
張
す
る
検

討
な
ど
も
含
ま
れ
て
い
る
。
ま
た
、
気
候

変
動
対
策
と
同
時
に
人
民
元
の
国
際
化
や

一
帯
一
路
な
ど
の
国
策
も
両
立
さ
せ
よ
う
と

す
る
中
国
の
戦
略
、
何
よ
り
現
在
の
中
国

に
お
い
て
習
主
席
が
公
表
し
た
政
策
に
対

す
る
関
連
部
門
の
忠
実
か
つ
真
摯
な
対
応

を
思
え
ば
、
中
国
の
脱
炭
素
社
会
へ
向
け

た
動
き
を
政
治
・
外
交
的
視
点
か
ら
の
発

表
と
し
て
軽
視
す
る
こ
と
は
中
国
の
本
気

度
を
見
誤
る
こ
と
に
な
る
。

5
．今
後
の
日
中
関
係

　

環
境
問
題
は
日
中
両
国
共
通
の
課
題
で

あ
り
、
互
恵
協
力
ひ
い
て
は
地
球
環
境
保

全
へ
と
つ
な
が
る
分
野
で
あ
る
。
他
方
で
、

両
国
の
外
交
、
国
民
感
情
、
中
国
と
日
本

の
国
情
や
目
指
す
社
会
像
、
社
会
シ
ス
テ

ム
の
相
違
な
ど
の
諸
課
題
と
切
り
離
す
こ

と
も
難
し
く
、
両
国
関
係
が
不
安
定
化
す

れ
ば
、
政
府
間
交
流
の
み
な
ら
ず
民
間
交

流
も
困
難
な
状
況
に
陥
る
。

　

日
中
環
境
協
力
に
お
い
て
は
O
D
A
の

果
た
す
役
割
が
大
き
か
っ
た
が
、
22
年
3

月
末
に
は
対
中
O
D
A
の
存
在
を
前
提
と

し
た
日
中
環
境
協
力
と
い
う
時
代
は
終
わ

り
、
今
後
の
新
し
い
日
中
環
境
交
流
の
在

り
方
を
模
索
し
て
い
く
時
代
へ
と
移
る
。
半

世
紀
近
く
の
日
中
環
境
協
力
に
よ
り
多
く

の
環
境
人
材
が
育
成
さ
れ
る
と
共
に
、
施

設
や
制
度
整
備
、
科
学
的
知
見
の
共
有
な

ど
が
行
わ
れ
て
き
た
。
現
在
の
中
国
は
生

態
文
明
建
設
が
国
家
目
標
と
な
り
、
い
ま

だ
日
本
の
水
準
に
は
達
し
な
い
指
標
も
あ

る
が
環
境
の
質
は
改
善
傾
向
に
あ
り
、
一

部
で
は
日
本
以
上
に
厳
し
い
環
境
規
制
も

導
入
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
日
中
韓
三
カ

国
環
境
大
臣
会
合
、
日
中
環
境
保
護
ハ
イ

レ
ベ
ル
円
卓
対
話
、
日
中
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

環
境
総
合
フ
ォ
ー
ラ
ム
な
ど
両
国
の
政
策

対
話
や
交
流
の
チ
ャ
ネ
ル
も
存
在
し
て
い

る
。

　

次
世
代
の
日
中
環
境
交
流
が
両
国
の

利
害
関
係
の
み
で
語
ら
れ
れ
ば
、
時
々
の

諸
課
題
に
影
響
を
受
け
る
脆
弱
な
も
の

と
な
っ
て
し
ま
う
。
新
時
代
に
向
け
た
強

固
な
交
流
の
礎
を
築
く
に
は
、
長
年
の
日

中
環
境
協
力
の
レ
ガ
シ
ー
や
パ
リ
協
定
、

S
D
G
S
、
E
S
G
な
ど
新
し
い
時
代
の

国
際
目
標
や
ル
ー
ル
、
人
類
共
通
の
科
学

的
知
見
な
ど
を
日
中
両
国
が
確
認
、
共
有

す
る
こ
と
が
第
一
歩
で
あ
ろ
う
。


